
令和７年度決算概要

（注） 単位未満を四捨五入して記載しています。



１ 令和７年度決算のポイント

増減令和７年度令和６年度

△1661,0131,179経 常 利 益

+148874当 期 純 利 益

増減令和７年度末令和６年度末

△76594,89095,655有 利 子 負 債 残 高

+381,4841,446利 益 剰 余 金

経常利益は1,013億円と対前年度166億円の減少となったものの、家賃収入の増加や敷地譲渡収入の

確保等により、依然として安定した水準を維持。

将来の収益獲得に向けた損失処理を行ったことから、当期純利益は88億円（対前年度＋14億円）を計上。

家賃収入の他、敷地譲渡収入や固定資産売却収入等のキャッシュイン・フローにより有利子負債の削減を進

め、有利子負債残高は前年度末時点から765億円削減し、9兆4,890億円まで圧縮。

当期純利益88億円の計上等により、利益剰余金は1,484億円となった。

（単位：億円）
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２－① 経営成績 （損益計算書） （単位：億円）

Ｒ6 Ｒ７

経常利益
1,179

経常収益
9,367

経常費用
8,189

臨時損失
1,127

[うち減損損失 1,127]

当期純利益 74

都市再生業務収入
1,960

賃貸住宅業務収入
6,489

震災復興業務収入・震災復興受託収入
129

市街地整備特別業務収入
460

臨時利益 22

都市再生業務費
1,962

賃貸住宅業務費
4,888

震災復興業務費・震災復興受託費
124

市街地整備特別業務費
257

一般管理費
206

財務費用
613

販売用不動産等評価損
80

当期純利益 88 （+14）

[うち減損損失 1,413]

臨時損失
1,413 (+286)

経常費用
６,902 （△1,286）

都市再生業務費
756 (△1,206)

賃貸住宅業務費
4,911 (+23)

震災復興業務費・震災復興受託費
115 (△10)

一般管理費
209 (  +3)

財務費用
691 (+78)

販売用不動産等評価損
114 (+34)

経常収益
7,915 （△1,452）

都市再生業務収入
999 （△961）

賃貸住宅業務収入
6,509 (＋２０)

震災復興業務収入・震災復興受託収入
120 （ △9）

臨時利益 489 (+467)

経常利益
１，０１３

(△166)

（注） 令和7年4月1日付けで宅地造成等経過勘定を廃止し、都市再生業務に係る勘定に帰属させている。
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都市再生勘定 △99 宅地造成等経過勘定 172

法人単位 74

（注） 令和7年4月1日付けで宅地造成等経過勘定を廃止し、都市再生業務に係る勘定に帰属させている。
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2－② 経営成績 （セグメント別） （単位：億円）

Ｒ6 Ｒ７



譲渡原価（施設） 179
(△1,636)

その他業務費 260
(+134)

減損損失
４８ （＋47）

譲渡収入（敷地） 618
(+594)

臨時利益 16 (+10)

補助金収益 93 (△47)

その他業務収入 ３２８
（＋１８３）

当期純利益 149（+120）

事業収益
１,1４４億円

（14.5%）

前年度は大規模施設の譲渡収入があったため、令和7年度の事業収益は対前年度998億円の減少となる
1,144億円となった。

敷地譲渡収入の増加等により、当期純利益は対前年度120億円の増となる149億円を計上。
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2－③ 経営成績 （都市再生セグメント） （単位：億円）

（注） 令和7年4月1日付けで宅地造成等経過勘定を廃止し、都市再生業務に係る勘定に帰属させている。

その他業務費 126

その他費用 155

その他収益 42

譲渡収入（敷地）
24

その他業務収入 145

補助金収益 139

譲渡原価（施設）
1,814

譲渡収入（施設）
1,791

事業損益 25

臨時利益 5

譲渡原価（敷地）
21

譲渡原価（敷地） 317
(＋296)

その他費用 207
(+51)

減損損失 １

その他収益 52 (+10)

譲渡収入（施設） 53
(△1,738)

事業損益 181
(+157)

Ｒ6 Ｒ７

当期純利益 29

【事業費用 2,117】 【事業費用 963】【事業収益 2,142】 【事業収益 1,144】



賃貸住宅の管理戸数減にもかかわらず、着実な契約の獲得等により、家賃収入は対前年度45億円の増収とな
る5,621億円を確保。

一方で好調な経営状況を背景にストック再生に資する減損損失を1,365億円計上した結果、当期純損失は
6１億円を計上。
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2－④ 経営成績 （賃貸住宅セグメント） （単位：億円）

Ｒ6 Ｒ７

事業収益
6,6５１億円

（８４.０%）

家賃収入 5,5７６

その他業務費
170

管理業務費 3,298

その他費用
183

財務費用 586

減損損失 1,109
その他業務収入等

925

管理業務費 3,348
（+50）

その他費用 ２４６
（＋６３）

財務費用 ６６３
（+７７）

減損損失 1,３６５
(＋２５６)

家賃収入 5,６２１
(+４５)

当期純損失 61（＋66）

補助金等収益 118
（△５）

補助金等収益
123

当期純損失 127

事業損益 ８３１
（△１３７）

事業損益
968

その他業務費 158
（△1２）

減価償却費 1,405
（△15）

減価償却費 1,420

その他業務収入等
９１２ （△1４）

固定資産売却益 473
（＋459）

【事業費用 5,657】 【事業費用 5,820】【事業収益 6,625】 【事業収益 6,651】



（令和8年３月31日時点）

賃貸住宅 （建物・土地等） 有利子負債

100,132 [88％]

仕掛不動産勘定等 3,167 

その他の資産 6,206

94,890  ［83％］

資本金
9,881

その他の負債 6,583 ［6％］

その他の賃貸用不動産 4,727

【管理戸数】

R6期末 694,940戸

管理開始や用途廃止等

による増減 △4,485戸

R7期末 690,455戸

【有利子負債残高の動き及び平均残高コスト】

R6期末 95,655億円 0.70％

調達 5,750億円 1.90%

償還 △6,515億円 0.91%

R7期末 94,890億円 0.85%

資産合計
11兆4,232億円

負債・純資産合計
11兆4,232億円

利益剰余金 1,484

資本剰余金等 1,394

（注） ［ ］は、資産（負債・純資産）合計に対する比率

6
３－① 財政状態 （貸借対照表） （単位：億円）

純資産
12,759［11％］



※ 小数点第2位未満四捨五入

（単位：億円）

（注） 利益剰余金を原資として令和元年度に約108億円、令和６年度に約130億円を国庫等に納付している。
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３－② 財政状態 （有利子負債残高、利益剰余金／繰越欠損金の推移）

（単位：兆円）※



都市再生（収入）
賃貸住宅（収入）

その他業務収入
業務支出（管理業務費など）

利息の支払い額
原材料、商品又はサービスの購入による…

0

① 業務活動によるCF

② 投資活動によるCF

③ 財務活動によるCF

R7

△1,674

△1,981

2,826

利息の支払

（原材料、商品又はサービス
の購入による支出≒）

販売用不動産の
取得・建設

都市再生
業務収入

（譲渡収入等）

業務支出
（管理業務費、人件費等）

① 業務活動によるCFの構成

1,091

△3,867
△671

△938
2,826

賃貸住宅
業務収入

（家賃収入等）

6,537
673

その他業務収入

0

8
３－③ キャッシュ・フローの状況 （単位：億円）



特定関連会社（3社）及び関連会社（9社）の計12社について、全部又は持分法連結を行った結果、連結当期純利益は
105億円を計上。

9
4 連結財務諸表 （経営成績）

Ｒ6 Ｒ７

当期純利益 85 当期純利益 105 （＋20）

単体利益 74億円
関係会社利益 87億円
連結修正 △76億円

単体利益 88億円
関係会社利益 105億円
連結修正 △88億円

臨時利益 22

経常利益
1,216

経常費用
8,320

経常収益
9,536

臨時損失
1,134

経常費用
7,088
（△1,232）

経常収益
8,140

（△1,396）

臨時損失
1,415(＋281) 経常利益

1,052
（△165）

臨時利益 489 （＋467）

（単位：億円）


